
ご安全に。これから、令和２年度全国労働衛生週間説明会に関する資料について説
明します。

今回は、新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のため、説明内容を３分野に限定し
たものをweb上で配信することといたしました。
事業場における説明会等を実施される場合、後述する新型コロナウイルス感染症拡大
防止対策に十分ご留意のうえ、こちらの資料をご活用ください。
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全国労働衛生週間は、昭和25年から毎年実施しており、労働者の健康管理や職場環
境の改善など、労働衛生に関する国民の意識を高めるとともに、職場での自主的な活
動を促して労働者の健康を確保することなどを目的としています。今年は71回目となり
ますが、10月１日から７日までを本週間、９月１日から30日までを準備期間として、厚生
労働省・中央労働災害防止協会主催で実施されます。
今年度のスローガンは、一般公募に応募のあった作品の中から、「みなおして職場の
環境からだの健康」とされています。
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説明会の内容は、記載の6項目です。最新の、労働災害統計等のほか、令和２年度全
国労働衛生週間実施要綱から、「過重労働による健康障害防止対策」、「メンタルヘル
ス対策」、「高年齢労働者に対する健康づくり」についてご説明いたします。
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次に、全国労働衛生週間の実施要項についてです。
10/1から始まる本週間においては、事業場においては記載の5項目について取り組み
ましょう。

また、今年度の全国労働衛生週間では、新型コロナウイルス感染症拡大防止にも留
意が必要です。スライドの太字で示した項目（表彰・実地訓練・講習会等）については、
後ほどご説明する新型コロナウイルス感染症拡大防止対策に特に留意しながら実施し
てくだい。
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（１）の本週間中への取り組みに向けては、こちらの項目について９月の準備月間中に
準備を行いましょう。
今回の説明会では、ア～ウの３項目を中心にご説明します。

6



その他、実施要項に関する詳細な情報については、福岡労働局ホームページをご参
照ください。
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過重労働による健康障害防止対策についてです。

厚生労働省が令和２年６月に公表した令和元年における過労死等（※）の労災補償状
況はこちらのグラフのとおりです。上の、脳・心臓疾患は過重な仕事が原因で発症した
もの、精神障害は仕事による強いストレスが原因で発病したものの状況を取りまとめた
ものです。
昨年度は請求件数、支給決定件数共に前年度比で増加しています。

※「過労死等」とは、過労死等防止対策推進法第２条において、「業務における過重な
負荷による脳血管疾患若しくは心臓疾患を原因とする死亡若しくは業務における強い
心理的負荷による精神障害を原因とする自殺による死亡又はこれらの脳血管疾患若
しくは心臓疾患若しくは精神障害をいう。」と定義されています。
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このような状況を踏まえて、全国労働衛生週間では、こちらの示す項目を参考に、過重
労働による健康障害防止のための総合対策を推進しましょう。
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年次有給休暇の取得促進及び労働時間等の設定の改善による仕事と生活の調和
（ワーク・ライフ・バランス）の推進等についてです。
2019年から、働き方改革関連法が施行されています。年次有給休暇の取得促進等、
「働き方改革特設サイト」等を活用して実施していきましょう。

次に、労働安全衛生法に基づく、医師の面接指導、医師への適切な情報提供等につ
いてです。
昨年の働き方改革関連法が施行により、「産業医 ・産業保健機能 」 と「長時間労働者
に対する面接指導等 」が強化されました。

長時間労働などにより、健康リスクが高い労働者を見逃さないため、次ページ以降を
参考に、労働者の健康管理を強化しましょう。
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労働時間の状況の把握と長時間労働者に対する医師の面接指導等の適切な実施に
ついてです。

昨年の法改正により、長時間労働者に対する面接指導は、対象者が「時間外・休日労
働時間（いわゆる残業時間）が１月当たり80時間を超え、かつ疲労の蓄積が認められ
る者」へと拡大されました。

また、労働時間の把握等のポイントについては、こちらのリーフレット等もご参照くださ
い。
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健康診断の適切な実施、異常所見者の業務内容に関する医師への適切な情報提供、
医師からの意見聴取及び事後措置の徹底についてです。

こちらでは、健康診断の適切な実施が求められています。特に今年度は、新型コロナ
ウイルス感染症の状況を踏まえた適切な実施が重要です。
厚生労働省ホームページでは、企業の方向けのQ＆Aを公開しています。こちらのペー
ジでは、健康診断実施を含む労働安全衛生法上の留意点等の最新の情報を掲載して
います。確認のうえ、法令で定められた健康診断について、適切に実施するようにしま
しょう。

また、産業医等への情報提供の充実、強化についても求められています。こちらにつ
いては、先の改正によって産業医の独立性や中立性が強化されています。（詳細は、
11ページのリーフレットを参照ください）
産業医の選任義務がある、常時使用する労働者が50人を超える事業場においては、
特に留意するようにしましょう。
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また、産業医等の選任義務のない小規模事業場（常時使用する労働者が50人を超え
ない事業場）においては、産業保健総合支援センターを活用、労働者の健康管理を適
切に実施しましょう。

福岡県には、「福岡産業保健総合支援センター」があります。こちらでは、産業保健に
関する相談窓口や各種支援、労働衛生研修会が実施されています。
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続いて、メンタルヘルス対策に関する項目です。
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メンタルヘルス対策では、一次予防等の目的による分類と、セルフケア・ラインによるケ
アなど実施主体による分類があります。

事業者は自らが事業場におけるメンタルヘルス対策を積極的に推進することを表明し
たり、｢心の健康づくり計画｣やストレスチェック制度の実施方法等に関する規程を策定
すること等が求められます。
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衛生委員会等における調査審議を踏まえた「心の健康づくり計画」の策定等についてです。
「心の健康づくり計画」の策定においては、こちらのポイントを加味したうえで、衛生委員会等
で労働者の意見をききつつ事業場の実態に則した取り組みを行います。事業者の表明例を
掲載しているため、参照してください。
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４つのメンタルヘルスケアの推進に関する教育研修・情報提供についてです。

心の健康づくり計画の策定と同様に重要なのが、４つのメンタルヘルスケア（通称：４つ
のケアです。）
メンタルヘルスケアについては、厚生労働省のポータルサイト「こころの耳」においてe-
ラーニング教材や、取り組み事例を掲載しているため、参考にしてください。
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ストレスチェック制度の適切な実施、ストレスチェック結果の集団分析及びこれを活用し
た職場環境改善の取組についてです。
平成27年から施行されたストレスチェック制度では、常時使用する労働者が50人を超
える事業場は、実施のうえ、労働基準監督署管へ結果を報告する必要があります。
（50人未満の事業場は努力義務）
全国労働衛生週間を機に、事業場において適切に実施し、集団分析や医師による面
接指導を行うようにしましょう。
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次は、高年齢労働者に対する健康づくりについてです。

働く高齢者が増えるなかで、高年齢労働者に関する労災件数も増加しています。円グ
ラフに示すよう、ここ10年間で労働災害の被災者における60歳以上の割合が増加して
おり、休業も長期化しやすい等の特徴を踏まえ、高年齢労働者が安心して安全に働け
る職場環境の改善が重要です。
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このような状況をふまえ、厚生労働省は、令和２年３月に、高年齢労働者が安心して安
全に働ける職場環境の実現に向け、事業者や労働者に取組が求められる事項を取り
まとめたガイドライン（通称：エイジフレンドリーガイドライン）を策定しました。
こちらでは、ガイドラインに沿って各項目について取り組みを行いましょう。
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事業者による高年齢労働者の労働災害防止対策に積極的に取り組む旨の表明です。

ガイドラインでは、事業者・労働者の双方に取り組むべき事項が記載されています。こ
ちらでは、経営トップ自らが労働災害防止対策に取り組む姿勢を示すことや、安全衛生
方針を示すこと等について触れています。

こちらでは、安全衛生部門に限らず取り組む組織がありうること、地域の産業保健支援
センター等の外部機関を活用すること等が留意点として挙げられます。
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高年齢労働者の身体機能の低下等による労働災害の発生を考慮したリスクアセスメン
トの実施についてです。

ここでは、高年齢労働者の身体機能の低下等による労働災害発生リスクについて、過
去の事例から洗い出しを行い、対策の優先順位を検討しましょう。

留意点としては、家庭生活でのリスクや、サービス産業等における利用者の事故リスク
等も活用することが挙げられます。
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高年齢労働者が安全に働き続けることができるよう、事業場の実情に応じ、施設、設
備、装置等の改善及び体力の低下等の高年齢労働者の特性を考慮した、 作業内容
等の見直しについてです。

こちらでは、高年齢労働者の特性を考慮した、主にソフト面での対策を考えます。各人
の筋力・体力等の低下を踏まえて、勤務形態の変更や体調確認等、事業場の実情に
応じた優先順位を付けた対策に取り組みましょう。
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労働安全衛生法で定める雇入時及び定期の健康診断の確実な実施。また、労働者の
気付きを促すための体力チェックの活用についてです。
健康診断や体力チェックも重要なポイントです。

高年齢労働者については、法令で定める健康診断の実施に限らず、本人の希望等に
応じて、働く高齢労働者が自らの健康状況を把握しやすいような環境を整備しましょう。
特に、健康診断の結果、当該労働者の労働時間等を見直す必要がある場合、産業医
等の意見を聴いて実施するようにしましょう。
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体力状況の把握については、事業者、高年齢労働者の双方が体力の状況を客観的に
把握する必要があります。

その際には、こちらに掲載している、「転倒等リスク評価セルフチェック票」や「転倒・腰
痛予防！「いきいき健康体操」(YouTube動画)」を活用するようにしてください。

25



体力チェックの評価基準については、こちらのスライドを参照してください。
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高年齢労働者の身体機能の維持向上のための取組の実施についてです。

高年齢労働者の身体機能の維持向上については、事業者は支援を行い、労働者はそ
の取り組みに協力する必要があります。

特に、こちらについては、労働者が日頃から自らの身体機能の変化等について理解を
することがポイントです。
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最後に、高年齢労働者の安全衛生対策に関する支援制度のご紹介です。

１つ目は、「エイジフレンドリー補助金」です。職場における高年齢労働者の労働災害
防止対策に取り組む事業場へ、その費用を補助します。
応募の締め切りは、10月末までです。以下のホームページから、申請書等をダウン
ロードのうえ応募してください。
２つ目は、「中小規模事業場安全衛生サポート事業個別支援」です。各業種の労働災

害防止団体が、事業場を訪問して高年齢労働者の労働災害防止対策についてアドバ
イスします。

その他、職場における高年齢労働者の労働災害防止対策についての情報は厚生労
働省ホームページをご覧ください。
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また、今年度の全国労働衛生週間では、新型コロナウイルス感染症拡大防止にも留
意が必要です。スライドの太字で示した項目（表彰・実地訓練・講習会等）については、
「３つの密」を避ける等の感染防止措置が重要です。
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手洗いや咳エチケットも徹底しましょう。また、作業に応じては、2m以上の十分な距離
を取ったうえで、必要に応じてマスクを外すこととしましょう。
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また、厚生労働省では、職場におけるコロナウイルス対策として、チェックリストを公表
しています。

事業場の実態に応じて事業者においては、新型コロナウイルス感染症の拡大防止に
積極的に取り組む方針を全ての労働者に伝えて、労働者も取組の趣旨を踏まえて感
染拡大防止に向けた一人一人の行動変容を心がけることが重要です。

31



その他の対策です。

電子申請の活用についてです。労働基準監督署等への届出では、電子申請もご利用
いただけます。労働安全衛生法関係法令では、おおよそ800の届出において電子申請
が可能です。利用者の皆様を含めた安全確保に万全を期す観点から、労働局、労働
基準監督署にご用がある方は、できるだけ電話相談、電子申請、郵送をご利用いただ
きますようお願いいたします。

また、新型コロナウイルス接触確認アプリの使用についてです。接触確認アプリでは、
職場の内外で、新型コロナウイルス感染症の感染者と接触した可能性について、通知
を受け取ることができます。
その他、厚生労働省の各ページにおいて、最新の情報を確認いただけます。
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最後に、関係法令の改正等についてです。
令和２年9月現在、改正された法令等についてのリーフレットをご案内します。
１つ目は、令和２年２月の化学物質による健康障害防止指針（がん原生指針）の改正
についてです。

国が実施したがん原性試験の結果、新たに発がんのおそれがある化学物質と評価さ
れたことから、アクリル酸メチルとアクロレインを指針の対象物質に追加しました。

２つ目は、令和２年７月の化学物質取り扱い業務従事者に係る特殊健康診断項目の
改正についてです。

必須項目に「作業条件の簡易な調査」が追加されるなど、国内外の医学的知見に基づ
き、特殊健康診断の項目が全面的に見直されました。
３つ目は、令和２年８月の健康診断個人票等の改正についてです。

じん肺法や労働安全衛生法等に基づき各種健康診断やストレスチェックを実施した場
合において、事業者が作成・保存することとなっている健康診断個人票等及び労働基
準監督署長等に提出することとなっている定期健康診断結果報告書等について、その
電子化や電子申請の促進の観点から、健康診断個人票等の様式中、医師、歯科医師
又は産業医の押印や電子署名を不要とするものです。
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その他安全衛生に関する情報についてです。

厚生労働省のホームページでは、政策情報やよくある質問、教育用教材（動画等の視
聴覚教材）等を公表しております。
全国労働衛生週間を契機に、ご活用のほどよろしくお願いいたします。
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